
豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 地区防災圏（小学校区）を核として、地域住民等による自主防災活動を活性化

するため、地区防災圏自主防災活動支援補助金（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付については、豊中市補助金等交付規則（昭和57年豊中市

規則第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、自主防災組織とは、豊中市自主防災組織等育成要綱（平成

10年5月1日制定）に基づき、豊中市に届出があった団体をいう。 

 

（補助対象団体） 

第３条 補助金の交付を受けることができる団体は、地区防災圏を単位とした防災活動

において、関係諸団体間の調整を行い、自らが主体となって活動する自主防災組織等

の団体とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、地区防災圏内にあ

る各種団体の連携による自主防災活動を通じた自主防災の組織化と活性化促進（以下

「新規促進事業」という。）及び地区防災圏における自主防災活動の継続（以下「継

続支援事業」という。）のため、講演会や各種訓練、その他これらの活動に必要な資

機材等の整備などを実施する事業とする。 

２ 継続支援事業に対する補助金については、大阪府地域力再生支援事業における補助

金の交付を受けた団体、または、新規促進事業に対する補助金の交付を受けた団体の

み申請できるものとする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、前条に掲げる事業に要する経費のうち、報償費、

旅費、需用費、役務費、委託料、使用料、賃借料、備品購入費、負担金、その他市長

が必要と認める経費とする。 

 

（補助金額） 

第６条 新規促進事業に対する補助金は、一地区防災圏につき250,000円を上限とし、

一回限りの交付とする。また、継続支援事業に対する補助金は、年間30,000円とする。 

２ 継続支援事業に対する補助金は、年度ごとにその申請を行うものとする。 

３ この要綱による補助金の交付は、予算の範囲内において行う。 

 

 



（補助金の交付申込） 

第７条 新規促進事業について補助金交付の申込みをしようとする対象団体は、豊中市

地区防災圏自主防災活動支援補助金交付申込書（様式第１号）により、次に掲げる書

類を添えて、提出しなければならない。 

(1) 補助事業計画書(資器材整備等) 様式第１号－１ 

 (2) 補助事業計画書(地域防災活動) 様式第１号－２ 

 (3) 見積書（写し）その他補助対象経費の算定の基礎となった書類 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

２ 継続支援事業について補助金交付の申込をしようとする対象団体は、豊中市地区防

災圏自主防災活動支援補助金交付申込書（様式第２号）により、次に掲げる書類を添

えて、提出しなければならない。 

(1) 補助事業計画書(資器材整備等) 様式第１号－１ 

 (2) 補助事業計画書(地域防災活動) 様式第１号－２ 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の決定） 

第８条 市長は、前条の補助金交付の申込があったときは、当該申込に係る書類の審査

及び必要に応じて行う実地調査等により、補助金交付を決定する。 

２ 市長は補助金の交付の決定にあたって必要な条件を付することができるものとす

る。 

３ 市長は、第１項の審査及び調査の結果により、補助金を交付することが不適当だと

認めたときは、速やかに当該申込をした補助対象団体に対してその旨を通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付決定の通知） 

第９条 市長は、前条の規定により、補助金の交付を決定したときは、豊中市地区防災

圏自主防災活動支援補助金交付決定通知書（様式第３号）により、速やかに交付の決

定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を、当該申込をした補助対象団体

に通知するものとする。 

 

（補助金の交付の請求） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付の決定通知を受けた補助対象団体は、豊中市

地区防災圏自主防災活動支援補助金交付請求書（様式第４号）により、市長に請求し

なければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１１条 新規促進事業についての補助金は、概算額を全額交付するものとする。 

２ 継続支援事業についての補助金は、一定額を交付するものとする。 

 

（実績報告） 

第１２条 新規促進事業の補助対象団体は、当該補助事業が完了したとき、又は補助金



の交付決定に係る会計年度終了後１箇月以内に、豊中市地区防災圏自主防災活動支援

補助事業実績報告書（様式第５号）により、次に掲げる書類を添えて、報告しなけれ

ばならない。なお、第６号の保管場所図については、資器材整備等の実績がある場合

に限るものとする。 

 (1) 補助事業実績報告書(資器材整備等) 様式第５号－１ 

 (2) 補助事業実績報告書(地域防災活動) 様式第５号－２ 

 (3) 領収書等の写し 

 (4) 写真等の写し（事業実施を証明できるもの） 

 (5) 管理運営規定 

 (6) 保管場所図 

 (7) その他市長が必要と認める書類 

２ 継続支援事業の補助対象団体は、当該補助事業が完了したとき、又は補助金の交付

決定に係る会計年度終了後１箇月以内に、豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事

業実績報告書（様式第６号）により、次に掲げる書類を添えて、報告しなければなら

ない。 

(1) 補助事業実績報告書(資器材整備等) 様式第５号－１ 

 (2) 補助事業実績報告書(地域防災活動) 様式第５号－２ 

 (3) 領収書等の写し 

 (4) 写真等の写し（事業実施を証明できるもの） 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定により事業実績報告を受けた場合においては、当該報告

書等の書類を審査し、及び必要に応じて実地に調査し、その報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付決定の内容及び、これに付した条件に適合するかどうか審査し、適

合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、豊中市地区防災圏自主防災

活動支援補助金額確定通知書（様式第７号）により、補助対象団体に対し通知するも

のとする。 

 

（補助金の精算） 

第１４条 補助対象団体は、前条の補助金額確定通知を受けた場合において、すでに交

付された補助金額に余剰が生じたときは、市長が定める期日までに余剰額を返還しな

ければならない。また、第１２条の規定による事業実績報告の総事業費の額が、第６

条第１項で規定する上限額を上回った場合は、上限額のとおりとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助対象団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 前２号のほか補助事業に関して補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条



件に違反したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後について

も適用する。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取

り消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助対象団体に対し、

期限を定めてその返還を求めるものとする。 

２ 市長は、補助対象団体に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を求め

るものとする。 

 

（事業中止、内容の変更） 

第１７条 補助対象団体が、当該助成金に係る事業を中止するときは、市長に報告し、

その指示を受けなければならない。 

２ 補助対象団体が、当該補助金に係る事業の内容を変更しようとするときは、豊中市

地区防災圏自主防災活動支援補助事業内容変更承認申込書（様式第８号）に次に掲げ

る書類を添えて、市長の承認を受けなければならない。 

 (1) 補助事業変更計画書(資器材整備等) 様式第８号－１ 

 (2) 補助事業変更計画書(地域防災活動) 様式第８号－２ 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

 

（内容変更の承認） 

第１８条 前条第２項の申込みがあったときは、市長は事業内容変更承認申込書の内容

を審査し、適切と認めるときは、豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業内容変

更承認通知書（様式第９号）により、当該補助対象団体に通知するものとする。 

 

（関係書類の整備） 

第１９条 補助対象団体は、補助事業等に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿

等を常に整備しておかなければならない。 

 

（調査等） 

第２０条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補

助対象団体に対して報告を求め、又は当該職員に関係帳簿書類その他の物件を調査さ

せることができる。 

 

（施行細目） 

第２１条 この要綱の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 



附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、公布の日から施行し、平成２４年度に支給する補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年５月１５日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和元年５月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１日から実施する。 

 



＜様式第１号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付申込書（新規促進事業） 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名           ㊞ 

連 絡 先 ℡ （   ）   －  

 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金の交付を受けたいので、豊中市地区防災圏

自主防災活動支援補助金交付要綱第７条第１項に基づき申し込みます。 

 

記 

 

１．交付申込額    金               円 

２．添付書類 

（１）補助事業計画書(資器材整備等) 様式第１号－１ 

（２）補助事業計画書(地域防災活動) 様式第１号－２ 

（３）見積書(写し)その他補助対象経費の算定の基礎となった書類 

（４）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜様式第１号－１＞ 

補助事業計画書 (資器材整備等) 

（単位：円） 

物 品 名 単価(A) 数量(B) 
購入金額 

(A)×(B) 
備 考 

     

合     計   

※「物品名」については、災害に備えた備蓄物資等を記載してください。 

 



＜様式第１号－２＞ 

補助事業計画書 (地域防災活動) 

（単位：円） 

活 動 内 容 
実施予定 

時  期 

参加予定 

人  数 

事業の実施に要する経費 

品名等 金 額 備 考 

      

      

      

      

所 要 経 費 合 計   

※活動ごとに分けて記入してください。

※「事業の実施に要する経費」欄の「品名等」については、防災訓練等の実施にあた

り必要となる事務用品等を記載してください。 



＜様式第２号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付申込書（継続支援事業） 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

連 絡 先 ℡ （  ）    －     

 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金の交付を受けたいので、豊中市地区防災圏

自主防災活動支援補助金交付要綱第７条第２項に基づき申し込みます。 

 

記 

 

１．交付申込額    金             円 

２．添付書類 

（１）補助事業計画書(資器材整備等) 様式第１号－１ 

（２）補助事業計画書(地域防災活動) 様式第１号－２ 

 （３）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜様式第３号＞ 

 第   号 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

様 

 

豊中市長 

 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付決定通知書 

 

令和  年（   年）  月  日付で交付申込された豊中市地区防災圏自主防災

活動支援補助事業につきまして、豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付要綱第

８条の規定に基づき、補助することを決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．補助金交付決定額    金               円 

２．この補助の対象となる事業、その内容については、豊中市地区防災圏自主防災活動

支援補助金交付申込書(様式第１号または様式第２号)記載のとおりとする。 

３．交付の条件 

（１） 事業を中止または内容を変更する場合には、市長の承認を受けること。 

（２） 助成事業の遂行が困難となった場合は、すみやかに市長に報告し、その指示を

受けること。 

（３） 事業完了後、市長の定める期日までに実績報告書を提出し、余剰金が生じた場

合は、市長が定める期日までに超過額を返還すること。 

 

 

 

 

 

 

 



＜様式第４号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金交付請求書 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名           ㊞ 

連 絡 先 ℡ （   ）   －  

 

 

令和  年（   年）  月  日付、   第    号で補助金交付決定を受

けた豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金の交付を請求します。 

 

記 

 

１、交付請求額    金               円 

２、振 込 先 

※請求者団体又は請求団体代表者の名義のものにしてください 

（ふりがな）  

口座名義人  

金融機関名 

銀行・金庫 

本店・支店 

口座番号 
普通・当座 

NO.                  

 

 



＜様式第５号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業実績報告書(新規促進事業) 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名           ㊞ 

連 絡 先 ℡ （   ）   －  

 

 

令和  年（   年）  月  日付、   第    号で交付の決定を受けた

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業が完了しましたので、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

１．総事業費    金               円 

２．添付資料 

（１）補助事業実績報告書(資機材整備等) 様式第５号－１ 

（２）補助事業実績報告書(地域防災活動) 様式第５号－２ 

（３）領収書等の写し 

（４）写真等の写し（事業実施を証明できるもの） 

（５）管理運営規定 

（６）保管場所図 

（７）その他 

 

 

 



＜様式第５号－１＞ 

補助事業実績報告書 (資機材整備等) 

（単位：円） 

物 品 名 単価(A) 数量(B) 
購入金額 

(A)×(B) 
備 考 

     

                  合     計   

※「物品名」については、様式第 1 号－1 もしくは、様式第 8 号－1 と同様の内容を記

載してください。 



＜様式第５号－２＞ 

補助事業実績報告書 (地域防災活動) 

（単位：円） 

活 動 内 容 実施日 参加人数 
事業の実施に要した経費 

品名等 金 額 備 考 

      

      

      

      

所 要 経 費 合 計   

※活動ごとに分けて記入してください。 

※「事業の実施に要する経費」欄の「品名等」については、様式第 1 号－2 もしくは、

様式第 8号－2と同様の内容を記載してください。 



＜様式第６号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業実績報告書(継続支援事業) 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名           ㊞ 

連 絡 先 ℡ （   ）   －  

 

 

令和  年（   年）  月  日付、   第    号で交付の決定を受けた

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業が完了しましたので、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

１．総事業費    金               円 

２．添付資料 

（１）補助事業実績報告書(資機材整備等) 様式第５号－１ 

（２）補助事業実績報告書(地域防災活動) 様式第５号－２ 

（３）領収書等の写し 

（４）写真等の写し（事業実施を証明できるもの） 

（５）その他 

 

 

 

 

 

 



＜様式第７号＞ 

第   号 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

様 

 

豊中市長 

 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金額確定通知書 

 

令和  年（   年）  月  日付、    第    号で交付の決定をした

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助金の額を確定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．補助金交付確定額    金               円 

２．交付済額に余剰金が生じた場合は、市長が定める期日までに超過額を返還すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜様式第８号＞ 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業計画変更承認申込書 

 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

豊 中 市 長  様 

 

 

校 区 名 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名           ㊞ 

連 絡 先 ℡ （   ）   －  

 

 

令和  年（   年）  月  日付、   第    号で交付の決定を受けた

事業の計画について変更したいので、関係書類を添えて申込みします。 

 

記 

 

１．添付書類 

（１）補助事業変更計画書(資器材整備等) 様式第８号－１ 

（２）補助事業変更計画書(地域防災活動) 様式第８号－２ 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜様式第８号－１＞ 

補助事業変更計画書 (資器材整備等) 

当初計画                              （単位：円） 

物 品 名 単価(A) 数量(B) 
購入金額 

(A)×(B) 
備 考 

     

合     計   

※「物品名」については、様式第 1号－1もしくは、様式第 5号－1と同様の内容を 

記載してください。 

 

変更案                               （単位：円） 

物 品 名 単価(A) 数量(B) 
購入金額 

(A)×(B) 
備 考 

     

合     計   

※活動ごとに分けて記入してください。 



 

＜様式第８号－２＞ 

補助事業変更計画書 (地域防災活動) 

当初計画                              （単位：円） 

活 動 内 容 
実施予定 

時  期 

参加予定 

人  数 

事業の実施に要する経費 

品名等 金 額 備 考 

      

      

所 要 経 費 合 計   

※「事業の実施に要する経費」欄の「品名等」については、様式第 1 号－2 もしくは、

様式第 5号－2と同様の内容を記載してください。 

 

変更案                               （単位：円） 

活 動 内 容 
実施予定 

時  期 

参加予定 

人  数 

事業の実施に要する経費 

品名等 金 額 備 考 

      

      

所 要 経 費 合 計   

※活動ごとに分けて記入してください。



＜様式第９号＞ 

 第   号 

令和   年（    年）  月  日 

 

 

様 

 

豊中市長 

 

 

豊中市地区防災圏自主防災活動支援補助事業計画変更承認通知書 

 

令和  年（   年）  月  日付で申込みのあった令和  年（   年） 

  月  日付、   第    号で交付の決定を行った事業計画の変更については、

次のとおり承認したので通知します。 

 

記 

 

１．事業内容変更  

令和   年（   年）  月  日付申込みのとおり。 

 

 

 


